予算要求資料
平成２６年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：労政費
	事業名　勤労者生活資金等貸付金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部部　労働雇用課　労働企画係　電話番号：058-272-1111（内3124）

　　　　　　　E-mail： c11367@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　7,535千円（前年度予算額： 43,393千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	43,393
	0
	0
	0
	0
	0
	43,393
	0
	0

	要求額
	7,535
	0
	0
	0
	0
	0
	7,535
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
　県内に居住する勤労者に対し、生活安定と福祉の向上等を図るため、低金利で生活資金等を貸し付ける。
ア　経済変動対策緊急生活資金貸付金
　　　　急激な経済変動や大企業の倒産・閉鎖による影響など、勤務先の事情に
よって離職したり、収入が著しく減少した勤労者に対する低利な融資制度
として、平成20年度に創設。平成25年3月末のソニーＥＭＣＳ(株)美濃
加茂サイト閉鎖に伴う影響は落ち着きつつあるものの、今後、退職者の失
業給付金の受給期間が順次終了することによる影響を勘案し新規融資枠

を5,000千円分設定する。
　イ　勤労者ライフサイクル貸付金
　　　　県内に居住する勤労者に対し、生活に必要な資金やリフレッシュ活動資

金等を融資する。平成25年度より新規融資を中止し未償還分（継続分）

のみ預託を行う。

　ウ　勤労者住宅建設資金貸付金

　　　　県内に居住する勤労者に対し、居住環境の改善を促進し生活福祉向上を

図るため、住宅建設、購入、増改築に要する資金を融資する。平成18

年度より新規融資を中止し、未償還分（継続分）の預託のみを行う。
（２）事業内容

　県が東海労働金庫に対し無利子による預託を行う。

　ア　経済変動対策緊急生活資金貸付金

（ア）預託条件

　　　　　預託金額　　6,003千円（継続分2,670　新規分3,333）
      　　預託利率　　0.0％／年（預託期間：１年）

      　　協調倍率　　1.5倍

  （イ）融資条件

　　　　　融資金利　　1.50％（固定）

　　　　　融資限度額　１世帯１００万円まで

     　　 返済期間　　10年以内

     　　 返済方法　　毎月返済もしくはボーナス併用返済

　　　　　融資枠　　　9,005千円（継続分：4,005千円、新規分：5,000千円）
（３）類似事業の有無
　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	貸付金
	7,535
	経済変動対策緊急生活資金分（新規分3,333　継続分2,670）

勤労者ライフサイクル分（継続分1,326）

勤労者住宅建設資金分（継続分206）

	合計
	7,535
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）融資実績
ア　経済変動対策緊急生活資金貸付金
	年　度
	20年度
	21年度
	22年度
	23年度
	24年度
	25年度

	新規件数
金額
	     14
 13,200
	      5
  4,300
	      0
      0
	      0
      0
	      0
      0
	0

0

	償還金額
	     33
	  3,622
	  2,733
	  2,572
	  2,101
	1,217

	残高件数
金額
	     14
 13,167
	     18
 13,845
	     17
 11,112
	     15
  8,540
	     14
  6,439
	12

5,222


（20年度は4か月間、25年度は9月現在）
イ　勤労者ライフサイクル貸付金
	  年　度
	 20年度
	 21年度
	 22年度
	 23年度
	 24年度
	25年度

	新規件数
金額
	     21
 17,550
	     12
  8,960
	     16
  7,540
	      7
  4,180
	      7
  4,500
	　　　0

      0

	償還金額
	 24,014
	 21,718
	 14,733
	  9,667
	  8,708
	  3,006

	残高件数
金額
	     94
 38,309
	     70
 25,551
	     63
 18,358
	     47
 12,871
	     32
  8,663
	     23

  5,657


（25年度は9月現在）
ウ　勤労者住宅建設資金貸付金
	  年　度
	 20年度
	 21年度
	 22年度
	 23年度
	 24年度
	25年度

	償還金額
	 16,301
	  8,665
	  4,433
	  1,856
	    398
	　　191

	残高件数
金額
	     41
 16,353
	     23
  7,688
	      8
  3,255
	      3
  1,399
	      1
  1,001
	　　　1

　  810


（25年度は9月現在）
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	急激な経済変動や大企業の倒産・閉鎖による影響を受け、勤務先の事情によって離職したり、収入が著しく減少した勤労者に対する低利な融資制度を、セーフティーネットとして用意する。25年度の新規融資枠として5,000千円分設定する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	緊急時対応として十分と見込まれる新規融資枠を設定するものであり、当該融資枠を必ず達成しなければならない性質のものではないため。


（前年度の取組）

	・東海労働金庫への相談1件
・労働雇用課への問い合わせ1件
・新規融資0件
　※いづれも平成25年9月末現在


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

ソニーＥＭＣＳ（株）美濃加茂サイト閉鎖に伴うセーフティネットとして機能した。
また、今後在職年数によって失業給付金が順次打ち切られる時期に来ていることから、需要が増える可能性がある。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	平成２０年の制度創設時、リーマンショックの影響に伴い19件の利用があり、早期離職者や収入減少者の当面の生活安定に寄与してきた。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	平成２０年の制度創設時において、リーマンショックの影響に伴い19件の利用があった。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	東海労働金庫へ県資金の預託を行い、東海労働金庫において個別案件審査のうえ、融資を実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
融資の相談状況や貸出状況を見ながら、貸出条件を東海労働金庫と協議のうえ必要に応じて見直していく。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

急激な経済状況の悪化や地域の大企業の倒産・閉鎖といった事象により発生する勤労者の離職や収入減に対する低利な融資制度をセーフティーネットとして継続していく必要がある。


